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【農業経営課】 ［主要事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 ３ 農林水産業の担い手の確保・育成

事 務 事 業 名 企業参入促進事業

１ 趣旨
地域農業全体での所得向上や活性化を図るためには、資本力や経営力を有する企業の

農業参入を促しながら、農産物の生産から最終消費者に届くまでの一連の流れを事業と
して捉え、関連の深い異業種との連携強化を図り、高付加価値を創出する「地域産業体」
へ誘導・育成することが必要である。
このため、企業の農業参入とそれに続く地域の農業者や関連する企業等と連携した加

工・流通・販売等への事業展開や、経営強化が見込める計画に対する機械・施設設備等
を支援することとし、企業を持続的な担い手として育成する。

２ 事業概要
（１）県が直接行う事業

企業の農業参入をより積極的に推進し、地域農業の中核となりうる経営体を育成す
るため、県が企業訪問・相談対応から参入支援まで行う。
①情報の収集・提供
②参入企業への訪問・相談活動
③各種啓発活動
○参入促進 パンフレット作成配布、ホームページ開設、参入促進研修会等の開催

（２）企業に対する支援事業
「企業参入促進・経営強化事業」による支援
企業が行う農業参入のための実践活動、地域の農業者や関連企業等と連携した加工

・流通・販売等への事業展開活動等、経営強化が見込める計画に対する機械・施設等
の整備に対して支援する。
①事業のタイプ
○新規参入促進タイプ（ソフト）
企業が新たに農業経営に取り組むことを促進するための支援事業

○経営発展促進タイプ（ソフト）
既に農業分野へ参入した企業等が、地域の農業者や関連する企業と連携し、加工
・流通・販売等へ事業を展開することを促進するための支援事業

○経営強化整備支援（ハード）
新たに農業経営に取り組む企業等が、経営計画を早期に実現するためや、既に
農業分野へ参入した企業が経営を強化する際に必要な機械・設備整備を促進する
ための事業

②事業内容
企業等が行う農業生産（作業受託を含む）、農産物の高付加価値化に必要な調査

・研究、農業技術習得のための研修、実証活動に要する経費や機械・施設等の整
備を補助。

③補助対象事業費
○新規参入促進タイプ １０，０００千円を上限
○経営発展促進タイプ ２０，０００千円を上限
○経営強化整備支援 １００，０００千円を上限

④補助率
○新規参入促進タイプ 補助対象事業費の１／２以内
○経営発展促進タイプ 〃 １／２以内
○経営強化整備支援 〃 １／３以内

３ 事業実施主体

企業等、県

４ 当初予算額
１２５，３６３千円
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【農業経営課】 ［主要事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 ３ 農林水産業の担い手の確保・育成

事 務 事 業 名 新規就農者確保事業

１ 趣旨
本県農業の維持・発展を図っていくために、新規就農者の確保・育成が重要な

課題となっており、その支援策について積極的な取り組みが必要となっている。
しかしながら、新規就農者が営農を開始する場合、農地の確保、技術不足、資

金不足、農業経営や生活に係わる事項等が不安要素となっており、これらを総合
的に解決するため、市町村や農業協同組合等の関係団体と一体となった対策を展
開する。

２ 事業概要

（１) 就農支援資金
１）事業内容

認定就農者等に対し、農業の技術や経営方法を修得するための研修や就
農のための準備、農業経営の開始に係る施設機械等の整備に必要な資金を
無利子で貸与する。

２）資金の種類
就農研修資金、就農準備資金、就農施設等資金

３）貸付方法
国２／３、県１／３の負担割合で特別会計に造成した原資をしまね農業

振興公社及び融資機関に貸付け、そこから認定就農者等に貸与する。
４）借受者 認定就農者等

※廃止される前の「青年等の就農促進のための資金の貸付等に
関する特別措置法」によるもの

３ 事業実施主体（借受者）
認定就農者等

４ 当初予算額
一般会計：１０，５１７千円
特別会計（就農支援資金県の貸付金貸付枠）：４０，０００千円
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【農業経営課】 ［主要事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 ３ 農林水産業の担い手の確保・育成

事 務 事 業 名 新規就農者総合対策事業

１ 趣旨
農業従事者の減少、高齢化の進行の下、農業の担い手育成は県及び地域の喫緊

かつ重要な課題である。このため、相談～研修～就農の各段階での支援を強化す
るとともに就農後のフォローにより農林水産業の担い手を育成･確保する。
一方、国において実施されている新規就農・経営継承総合支援事業を活用し、

新規就農者数(自営・雇用)の増加対策を総合的に展開する。

２ 事業概要 （単位：千円）

３ 事業実施主体
農業法人､認定農業者､新規就農者､しまね農業振興公社､市町村､人材派遣会社等

４ 当初予算額
４６３，９４０千円

　【事業概要】 H２６予算額

① 就業プランナーの設置、就業相談会開催等 14,000

○受け皿づくり

③ 施設等整備に対する支援（ハード支援）

④ 研修受入農家への助成（3万円/月・最大2年間） 17,090

○定着に向けた支援等

⑤ 就農前研修・定着支援

～ 23,520

⑥ 中高年就農給付金（45歳以上・75万円/年・2年） 3,750

⑦ しまねアグリビジネス実践スクールの開設(新規・拡充）

～担い手の確保と経営安定のフォローから、若手農業者の経営力養成

282,000

49,880

【国　新規就農総合支援事業の執行に伴うもの】

⑧青年就農給付金（150万円/年　就農前２年間、就農後5年間（45歳未満））

 ○しまねアグリビジネス実践スクール

～認定就農者、半農半X実践者、新たに雇用を創出する農業法人、子弟
に経営継承する認定農業者が行う施設等整備

○農業志向者の確保

②
高校連携コーディネーターの配置等農業高校生を主体とした地元への就
農対策

入
口
対
策 3,700

70,000

自営就農(12万円･12月/45歳以上UIﾀｰﾝ)、半農半Ｘ(12万円･24月/UIﾀｰﾝ)

出
口
対
策
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【農業経営課】 ［主要事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 ３ 農林水産業の担い手の確保・育成

事 務 事 業 名 農地利用集積促進事業

１ 趣旨
担い手への農地集積と集約化により農業構造の改革と生産コストの削減を強力に推進

するため、農地の中間的受け皿として県に農地中間管理機構を整備し、その活動を支援

する。

２ 事業概要
（１）農地中間管理機構事業（337,454千円）

①事業内容

担い手への農地の集積・集約化を促進するため、機構を設立し、農地の集積

・集約化に取り組むために必要となる経費を支援。

②補助率 定額、7/10

①補助事業者 機構、県

（２）機構集積協力金（253,638千円）
１）地域集積協力金
①事業内容

地域内の全農地面積に対する機構への貸付面積の割合に応じて、地域

に協力金を交付する。（使い方は地域の判断）

②交付額（機構への集積率）

2割超5割以下：2.0万円/10a、5割超8割以下：2.8万円/10a、

8割超：3.6万円/10a

③交付対象者 地域における話し合い（人・農地プラン）に基づき、機構にま

とまった農地を貸し付けた地域

※「地域」とは、集落など、外縁が明確である同一市町村内の区域のことをいう。

２）経営転換協力金
①事業内容

高齢化等で農業をやめる農業者や農業部門の減小により経営転換する農業者

等が、機構へ自作地の貸し付けを行った場合に、貸し出す面積に応じて協力金

を交付する。

②交付額

50a以下：30万円/戸、50a超２ha以下 ：50万円/戸、２ha超 ：70万円/戸

③交付対象者 経営転換・リタイア・相続する農業者
３）耕作者集積協力金
①事業内容

機構の借受農地等に隣接する農地を、機構に貸し付けた場合に貸し出す面積

に応じて協力金を交付する。

②交付額 20千円/10a

③交付対象者 機構の借受農地に隣接する農地の所有者又は耕作者

３ 事業実施主体 機構、市町村、県

４ 当初予算額 ５９１，０９２千円
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【農業経営課】 ［主要事業］

総合 基本目標 Ⅱ 安心して暮らせるしまね

発展 政 策 名 ５ 生活基盤の維持・確保

計画 施 策 名 ６ 地域コミュニティの維持・再生

事 務 事 業 名 中山間地域等直接支払事業

１ 趣旨 平地に比べ生産条件が不利な中山間地域等において、農業生産活動等の継続を
通じて耕作放棄の発生を防止することにより、国土の保全・水源の涵養・良好な
景観の形成等の多面的機能を確保するため、農業者等に直接支払を実施する。

２ 事業概要 平地地域と中山間地域等との農用地の生産条件の格差等に対し、下記のと
おり交付金を交付する（平成２２年度～２６年度）。なお、耕作放棄の発生防止
等の活動に加え、農業生産活動等の体制整備に関する一定の要件を満たす協定と
当該要件を満たさない協定との間で交付単価に段階を設定するとともに、より積
極的な取組を行う協定には単価の加算措置を講じる。

（１）対象地域及び対象農用地
次の要件を満たす農用地区域内に存する１ha以上の農用地
①過疎、離島、半島、山村振興、特定農山村の各地域振興立法の指定地域にお
いては、急傾斜農用地、緩傾斜農用地、高齢化率・耕作放棄率が高い農用地

②上記①以外で、島根県中山間地域等活性化基本条例で規定する地域において
は、急傾斜農用地及びこれに連坦する緩傾斜農用地

③上記①及び②以外で、農林統計上の中山間地域においては、急傾斜農用地
④離島である隠岐４町村の農用地については、傾斜に係わらず生産コスト差に
応じて交付対象とする。

（２）対象者
集落協定又は個別協定に基づき、５年間以上継続して農業生産活動等を行う農業
者等（第３セクター、ＪＡ、生産組織等を含む）。

（３）交付単価 （円／10a）

田 畑 草地 採草放牧地

区分 体制整備 体制整備 体制整備 体制整備
基礎単価 基礎単価 基礎単価 基礎単価

単価 単価 単価 単価

急傾斜 16,800 21,000 9,200 11,500 8,400 10,500 800 1,000

緩傾斜等 6,400 8,000 2,800 3,500 2,400 3,000 240 300

生産コスト差 16,800 21,000 9,200 11,500 8,400 10,500 － －
（隠岐４町村） 6,400 8,000 2,400 3,000

※基礎単価：最低限の農地管理活動等を実施、体制整備単価：加えて一定の要件を満たす活動を実施

（４）加算単価（特に積極的な活動を実施する場合に加算） （円／10a）

区分 田 畑 草地 採草放牧地

土地利用調整加算 500 500 － －

規模拡大加算 1,500 500 500 －

小規模高齢化集落支 4,500 1,800 － －
援加算

法人 特定農業法人 1,000 750 750 750
設立
加算
※1 農業生産法人 600 500 500 500

集落連携促進加算 ※2 2,000 2,000 2,000 2,000

※1 法人設立加算の上限（特定農業法人：１００千円／年、農業生産法人：６０千円／年）

※2 平成25年度に新設。加算単価は平成25年3月時点の見込み。交付期間は、第3期対策中（平成22～26

年度）のうち1年間限り。

３ 事業実施主体 市町村

４ 当初予算額 １，４３４，５４７千円
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【農業経営課】 ［主要事業］

総合 基本目標 Ⅱ 安心して暮らせるしまね

発展 政 策 名 ５ 生産基盤の維持・確保

計画 施 策 名 ６ 地域コミュニティの維持・再生

事 務 事 業 名 地域貢献型集落営農連携・強化支援事業

１ 趣旨 農地維持を含め地域コミュニティの再生や集落の維持・活性化に貢献する「地
域貢献型集落営農」の育成・確保、経営多角化によるＵＩターン者等の雇用の受け
皿や担い手不在集落へのサポート体制等の整備を図るとともに、多様な担い手等と
の広域連携を進めることで島根県農業及び農村の活性化を図る。

２ 事業概要
（１）地域貢献型集落営農育成・確保支援

地域の農地維持等を目的とした組織の設立・育成に向けた支援を行う。
①集落ビジョンづくり支援
・集落ビジョンの作成に係る経費 定額（上限：300千円）

②地域貢献型集落営農新規設立支援
・集落営農設立支援費 10千円/10a（定額）

③法人化組織へのハード支援
・組織の法人化に伴い必要となる機械・施設整備（補助率:ハード1/3）

（２）経営多角化・地域貢献活動支援
地域貢献活動やＵＩターン者等の受け皿としての経営多角化、担い手不在集落へのサ
ポート活動等の経費を支援。
①地域貢献活動の支援（経済発展、生活維持、人材確保活動)(補助率:ソフト1/2,2/3）
②集落サポート活動掛かり増し経費支援
・地区外の農地集積伴う掛かり増し経費 15千円/10a（定額）

③経営多角化・サポート活動支援
・雇用の受け皿づくりに向けた経営多角化、担い手不在集落へのサポート活動に必
要な経費 （補助率 ソフト1/2、ハード1/3）

（３）組織間連携・ネットワーク化支援
集落営農組織間の連携など広域連携組織づくりを支援。
①広域連携組織設立支援
・複数の集落営農法人等の広域連携法人設立に掛かる経費(定額：400千円）

②広域連携組織活動支援
・複数の集落営農組織等による農業部門の協働化等に取り組む場合の活動経費
（補助率：ソフト1/2、ハード1/3）

③広域連携地域貢献モデル支援
・複数の集落営農組織等による農業以外の地域貢献活動のモデル的な活動経費
（補助率：ハード1/2）

（４）支援機関のフォローアップ活動費
集落の活性化に向け、上記（１）～（３）の取組のフォーローアップ活動支援
（補助率：県農業再生協議会 定額、市町村及び地域農業再生協議会等 1/2）

３ 事業実施主体
（１）①集落ビジョンの作成を志向する集落等

②集落営農組織設立に向けて活動する組織等
③事業実施年度内の法人化が確実な組織等

（２）集落営農組織（②及び③のサポート経営体は特定農業法人化計画等を有す）
（３）複数の集落営農法人、集落営農組織等で構成する団体
（４）県、県農業再生協議会、市町村、地域農業再生協議会・担い手協議会

４ 当初予算額
５４，０００千円



- 36 -

【農業経営課】 ［その他事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 １ 売れる農林水産品・加工品づくり

３ 農林水産業の担い手の確保・育成

事務事業名 当初予算額 事 業 概 要 事業実施主体

農業改良普及事 24,279千円 ・普及指導活動の実施 県
業 ・農業普及員の資質向上

・普及活動外部評価の実施

中核的農業者資 3,000千円 ・農業経営改善に取り組む担い手農業 県
質向上事業 者に対し、新技術導入などにより課

題解決や経営改善が図られ、経営力
が高まるよう支援する。

青年農業者資質 5,137千円 ・青年農業者の資質向上を図り、将来 県
向上事業 の農業・農村の中心的な役割を担う しまね農業振興公社

人材を育成する。
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【農業経営課】 ［その他事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 ３ 農林水産業の担い手の確保・育成

事務事業名 当初予算額 事 業 概 要 事業実施主体

農林大学校にお 37,338千円 ・研修教育の実施 県
ける教育研修 ・短期研修事業の実施

・奨学金の貸付

就農促進活動事 16,482千円 ・本県農業を担う優れた新規就農者を しまね農業振興公社
業 確保・育成するため、就農志向段階 県

から就農初期段階までの幅広い支援
を行う。

農業制度資金融資事業

農業近代化資 16,837千円 ・意欲と能力をもって農業を営む者等 県
金等利子補給 に対し、農業経営の展開を図るのに
事業 必要な資金を融通する農協等金融機

関に対して利子補給を行い、農業者
の利子負担を軽減し、農業経営の近
代化及び農業負債の軽減を図る。

【融資枠 3億円】

農業経営改善 100,000千円 ・認定農業者の経営改善計画に必要な 県
促進資金貸付 運転資金を低利で円滑に融通するた
事務 め、県がその原資の一部を造成（島

根県農業信用基金協会に無利子貸
付）し、金融機関と協調融資を行う。

【融資枠 6億円】

農業経営基盤 9,215千円 ・日本政策金融公庫から農業経営基盤 県
強化資金利子 強化資金（スーパーＬ資金）を借り
補給事務 入れる認定農業者に対し、利子補給

を行うことにより、認定農業者の経
営改善計画の達成を支援し、効率的
・安定的な農業経営体の育成に資す
る。

農業制度資金 6,185千円 ・農業近代化資金等の農業制度資金を 県
出えん事務 借り入れた農業者に対し債務保証を

行う島根県農業信用基金協会が積み
立てる特別準備金に出えんを行い、
農業者への資金融通の円滑化を図
る。
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【農業経営課】 ［その他事業］

総合 基本目標 Ⅰ 活力あるしまね

発展 政 策 名 ２ 自然が育む資源を活かした産業の振興

計画 施 策 名 ３ 農林水産業の担い手の確保・育成

事務事業名 当初予算額 事 業 概 要 事業実施主体

担い手総合支援事業

担い手育成支 13,753千円 ・認定農業者、農業法人、集落営農組 県、市町村
援事業 織等、地域農業の担い手を育成・確 県・地域再生協議会 等

保するため、総合的な支援を実施す
る。

経営体育成支 60,000千円 ・人・農地プラン等に位置づけられた 認定農業者、
援事業 中心経営体等が融資等を受けて農業 集落営農組織

用機械等を導入する際等に経費の一 等
部を助成。

人・農地問題解 42,182千円 ・人・農地プランの継続的な話し合い 県、市町村、
決支援事業 と見直しを行うための活動や集落営 集落営農組織

農の組織化・法人化等の取組等を支 等
援。


